
職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成22年12月24日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第60号

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 職員の給与に関する条例（昭和26年鳥取県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（期末手当） （期末手当）

第16条の４ 略 第16条の４ 略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給 ２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給

する場合においては100分の111、12月に支給する場 する場合においては100分の111、12月に支給する場

合においては100分の134を乗じて得た額（行政職給 合においては100分の130を乗じて得た額（行政職給

料表の適用を受ける職員でその職務の級が７級以上 料表の適用を受ける職員でその職務の級が７級以上

であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受け であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受け

る職員でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこ る職員でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこ

れに相当するもの（これらの職員のうち、人事委員 れに相当するもの（これらの職員のうち、人事委員

会規則で定める職員を除く。次項及び第16条の７第 会規則で定める職員を除く。次項及び第16条の７第

２項において「特定幹部職員」という。）にあって ２項において「特定幹部職員」という。）にあって

は、６月に支給する場合においては100分の91、12 は、６月に支給する場合においては100分の91、12

月に支給する場合においては100分の114を乗じて得 月に支給する場合においては100分の110を乗じて得

た額）に、基準日以前６月以内の期間におけるその た額）に、基準日以前６月以内の期間におけるその

者の在職期間の区分に応じて、次の表に定める割合 者の在職期間の区分に応じて、次の表に定める割合

を乗じて得た額とする。 を乗じて得た額とする。

略 略

３ 前項の規定にかかわらず、再任用職員に対する期 ３ 前項の規定にかかわらず、再任用職員に対する期

末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する 末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する

場合においては100分の60、12月に支給する場合に 場合においては100分の60、12月に支給する場合に

おいては100分の72を乗じて得た額（特定幹部職員 おいては100分の70を乗じて得た額（特定幹部職員

にあっては、６月に支給する場合においては100分 にあっては、６月に支給する場合においては100分

の50、12月に支給する場合においては100分の62を の50、12月に支給する場合においては100分の60を

乗じて得た額）に、基準日以前６月以内の期間にお 乗じて得た額）に、基準日以前６月以内の期間にお

けるその者の在職期間の区分に応じて、前項の表に けるその者の在職期間の区分に応じて、前項の表に

定める割合を乗じて得た額とする。 定める割合を乗じて得た額とする。

４～６ 略 ４～６ 略

第２条 職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。



次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（期末手当） （期末手当）

第16条の４ 略 第16条の４ 略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給 ２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給

する場合においては100分の113、12月に支給する場 する場合においては100分の111、12月に支給する場

合においては100分の132を乗じて得た額（行政職給 合においては100分の134を乗じて得た額（行政職給

料表の適用を受ける職員でその職務の級が７級以上 料表の適用を受ける職員でその職務の級が７級以上

であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受け であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受け

る職員でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこ る職員でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこ

れに相当するもの（これらの職員のうち、人事委員 れに相当するもの（これらの職員のうち、人事委員

会規則で定める職員を除く。次項及び第16条の７第 会規則で定める職員を除く。次項及び第16条の７第

２項において「特定幹部職員」という。）にあって ２項において「特定幹部職員」という。）にあって

は、６月に支給する場合においては100分の93、12 は、６月に支給する場合においては100分の91、12

月に支給する場合においては100分の112を乗じて得 月に支給する場合においては100分の114を乗じて得

た額）に、基準日以前６月以内の期間におけるその た額）に、基準日以前６月以内の期間におけるその

者の在職期間の区分に応じて、次の表に定める割合 者の在職期間の区分に応じて、次の表に定める割合

を乗じて得た額とする。 を乗じて得た額とする。

略 略

３ 前項の規定にかかわらず、再任用職員に対する期 ３ 前項の規定にかかわらず、再任用職員に対する期

末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する 末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する

場合においては100分の61、12月に支給する場合に 場合においては100分の60、12月に支給する場合に

おいては100分の71を乗じて得た額（特定幹部職員 おいては100分の72を乗じて得た額（特定幹部職員

にあっては、６月に支給する場合においては100分 にあっては、６月に支給する場合においては100分

の51、12月に支給する場合においては100分の61を の50、12月に支給する場合においては100分の62を

乗じて得た額）に、基準日以前６月以内の期間にお 乗じて得た額）に、基準日以前６月以内の期間にお

けるその者の在職期間の区分に応じて、前項の表に けるその者の在職期間の区分に応じて、前項の表に

定める割合を乗じて得た額とする。 定める割合を乗じて得た額とする。

４～６ 略 ４～６ 略

（任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正）

第３条 任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥取県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等）

第７条 略 第７条 略

２ 略 ２ 略

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対 ３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対



する給与条例第３条の２、第16条の３第１項及び第 する給与条例第３条の２、第16条の３第１項及び第

16条の４第２項の規定の適用については、給与条例 16条の４第２項の規定の適用については、給与条例

第３条の２中「この条例」とあるのは「この条例及 第３条の２中「この条例」とあるのは「この条例及

び任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥 び任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥

取県条例第４号。以下「任期付研究員条例」とい 取県条例第４号。以下「任期付研究員条例」とい

う。）第６条の規定」と、給与条例第16条の３第１ う。）第６条の規定」と、給与条例第16条の３第１

項中「第７条の２第１項の規定に基づく人事委員会 項中「第７条の２第１項の規定に基づく人事委員会

規則で指定する職を占める職員のうち管理又は監督 規則で指定する職を占める職員のうち管理又は監督

の複雑、困難及び責任の度が高い職員として人事委 の複雑、困難及び責任の度が高い職員として人事委

員会規則で定める職員」とあるのは「任期付研究員 員会規則で定める職員」とあるのは「任期付研究員

条例第４条の規定により任期を定めて採用された職 条例第４条の規定により任期を定めて採用された職

員（同条第１号に掲げる場合に係るものに限 員（同条第１号に掲げる場合に係るものに限

る。）」と、給与条例第16条の４第２項中「100分 る。）」と、給与条例第16条の４第２項中「100分

の111」とあるのは「100分の138」と、「100分の の111」とあるのは「100分の138」と、「100分の

134」とあるのは「100分の156」とする。 130」とあるのは「100分の153」とする。

第４条 任期付研究員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等）

第７条 略 第７条 略

２ 略 ２ 略

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対 ３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対

する給与条例第３条の２、第16条の３第１項及び第 する給与条例第３条の２、第16条の３第１項及び第

16条の４第２項の規定の適用については、給与条例 16条の４第２項の規定の適用については、給与条例

第３条の２中「この条例」とあるのは「この条例及 第３条の２中「この条例」とあるのは「この条例及

び任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥 び任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥

取県条例第４号。以下「任期付研究員条例」とい 取県条例第４号。以下「任期付研究員条例」とい

う。）第６条の規定」と、給与条例第16条の３第１ う。）第６条の規定」と、給与条例第16条の３第１

項中「第７条の２第１項の規定に基づく人事委員会 項中「第７条の２第１項の規定に基づく人事委員会

規則で指定する職を占める職員のうち管理又は監督 規則で指定する職を占める職員のうち管理又は監督

の複雑、困難及び責任の度が高い職員として人事委 の複雑、困難及び責任の度が高い職員として人事委

員会規則で定める職員」とあるのは「任期付研究員 員会規則で定める職員」とあるのは「任期付研究員

条例第４条の規定により任期を定めて採用された職 条例第４条の規定により任期を定めて採用された職

員（同条第１号に掲げる場合に係るものに限 員（同条第１号に掲げる場合に係るものに限

る。）」と、給与条例第16条の４第２項中「100分 る。）」と、給与条例第16条の４第２項中「100分

の113」とあるのは「100分の139」と、「100分の の111」とあるのは「100分の138」と、「100分の

132」とあるのは「100分の155」とする。 134」とあるのは「100分の156」とする。

（任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）



第５条 任期付職員の採用等に関する条例（平成14年鳥取県条例第67号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等）

第８条 略 第８条 略

２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条の２、第 ２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条の２、第

16条の３第１項及び第16条の４第２項の規定の適用 16条の３第１項及び第16条の４第２項の規定の適用

については、給与条例第３条の２中「この条例」と については、給与条例第３条の２中「この条例」と

あるのは「この条例及び任期付職員の採用等に関す あるのは「この条例及び任期付職員の採用等に関す

る条例（平成14年鳥取県条例第67号。以下「任期付 る条例（平成14年鳥取県条例第67号。以下「任期付

職員条例」という。）第４条の規定」と、給与条例 職員条例」という。）第４条の規定」と、給与条例

第16条の３第１項中「第７条の２第１項の規定に基 第16条の３第１項中「第７条の２第１項の規定に基

づく人事委員会規則で指定する職を占める職員のう づく人事委員会規則で指定する職を占める職員のう

ち管理又は監督の複雑、困難及び責任の度が高い職 ち管理又は監督の複雑、困難及び責任の度が高い職

員として人事委員会規則で定める職員」とあるのは 員として人事委員会規則で定める職員」とあるのは

「任期付職員条例第４条第１項に規定する特定任期 「任期付職員条例第４条第１項に規定する特定任期

付職員」と、給与条例第16条の４第２項中「100分 付職員」と、給与条例第16条の４第２項中「100分

の111」とあるのは「100分の138」と、「100分の の111」とあるのは「100分の138」と、「100分の

134」とあるのは「100分の156」とする。 130」とあるのは「100分の153」とする。

第６条 任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等）

第８条 略 第８条 略

２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条の２、第 ２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条の２、第

16条の３第１項及び第16条の４第２項の規定の適用 16条の３第１項及び第16条の４第２項の規定の適用

については、給与条例第３条の２中「この条例」と については、給与条例第３条の２中「この条例」と

あるのは「この条例及び任期付職員の採用等に関す あるのは「この条例及び任期付職員の採用等に関す

る条例（平成14年鳥取県条例第67号。以下「任期付 る条例（平成14年鳥取県条例第67号。以下「任期付

職員条例」という。）第４条の規定」と、給与条例 職員条例」という。）第４条の規定」と、給与条例

第16条の３第１項中「第７条の２第１項の規定に基 第16条の３第１項中「第７条の２第１項の規定に基

づく人事委員会規則で指定する職を占める職員のう づく人事委員会規則で指定する職を占める職員のう

ち管理又は監督の複雑、困難及び責任の度が高い職 ち管理又は監督の複雑、困難及び責任の度が高い職

員として人事委員会規則で定める職員」とあるのは 員として人事委員会規則で定める職員」とあるのは

「任期付職員条例第４条第１項に規定する特定任期 「任期付職員条例第４条第１項に規定する特定任期

付職員」と、給与条例第16条の４第２項中「100分 付職員」と、給与条例第16条の４第２項中「100分

の113」とあるのは「100分の139」と、「100分の の111」とあるのは「100分の138」と、「100分の



132」とあるのは「100分の155」とする。 134」とあるのは「100分の156」とする。

附 則

（施行期日等）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条及び第６条の規定は、平成23年１月１日から

施行する。

２ 第１条の規定による改正後の職員の給与に関する条例第16条の４の規定、第３条の規定による改正後の任期

付研究員の採用等に関する条例第７条の規定及び第５条の規定による改正後の任期付職員の採用等に関する条

例第８条の規定は、平成22年12月１日から適用する。




